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社会イノベーション：兵庫県 

豊岡市のケース 

環境経済・政策学会 2017年大会 

企画セッション「地域の持続性と社会イノベーション：社会的受容性と協働ガ
バナンスから考える」 

2017年9月9日 高知工科大学 

      

                     早稲田大学（院） 岩田優子 

早稲田大学 黒川哲志 

コウノトリのコーちゃん 

出所・豊岡市HP 

はじめに 

 自然共生社会アプローチ 
                in 持続可能な社会の3アプローチ 
 対象: 兵庫県豊岡市 
 絶滅危惧種コウノトリの野生復帰に成功 

 人口 83,323人（2017年8月31日現在，住民基本台帳人
口（外国人含む）） 

 面積 697.55㎢ 
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出所：豊岡市 報告者撮影 

・特別天然記念  

 物・文化財 

・大型（翼開長 

 約2メートル） 

・肉食（カエル， 

 ドジョウ，ヘビ 

 等を主食） 

・水鳥（田んぼ） 

豊岡市における自然共生社会の形成 
1971（昭和46） 野外コウノトリ絶滅 

1985（昭和60） ロシアよりコウノトリを導入 

1989（平成元） 人工繁殖に成功 

1992（平成4） 
「生物多様性条約」採択（リオサミット） 

コウノトリ野生復帰計画開始・県から祥雲寺区にコウノトリ野生復帰拠点施設建設を提案 

1994（平成6） 拠点施設（郷公園）建設の受入れを地区として決断 

1995（平成7） 「生物多様性国家戦略」策定 

1996（平成8） 祥雲寺区の有志で「祥雲寺を考える会」結成 

1997（平成9） 
「豊岡あいがも稲作研究会」発足 

「コウノトリのすむ郷づくり研究会」に改名 

1998（平成10） 
宮城県田尻町で「ふゆみずたんぼ」を利用した実践研究開始 

祥雲寺区で農地の有効利用を考えた基盤整備（地盤のかさ上げ）実施 

1999（平成11） 
「食料・農業・基本法」制定 

「コウノトリの郷公園」開園 

2001（平成13） 中貝市長就任 

2002（平成14） 「自然再生推進法」成立 

2003（平成15） 「コウノトリの舞」（市），「コウノトリの贈り物」（JA）認証制度 

2004（平成16） 価格プレミアムをつけた「コウノトリの郷米」販売開始（地元の量販店，インターネット販売） 

2005（平成17） 
「農業環境規範」策定 

コウノトリ野生復帰（第1回放鳥）（9月） 

「コウノトリ育む農法」の体系化（命名，要件・定義の決定） 

2006（平成18） 「コウノトリ育むお米生産部会」と県・市・JAの三位一体の普及体制確立 

2007（平成19） 
「こうのとり育む」を市長名義で商標登録 

野外でのコウノトリのヒナ誕生・巣立ち（国内で46年ぶり） 
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豊岡型環境創造型
農業（コウノトリ育む

農法）の推進 

コウノトリの野生復
帰（生息環境整備）

の必要性 

コウノトリ野生復帰検証委員会（2014）などを参考に報告者作成 

豊岡市の社会イノベーションと 

社会的受容性 
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社会イノベーション 
多様な主体の協働がもたらしたコウノトリ農法の
開発・普及による自然共生型都市の形成 

技術的受容性 他地域での環境保全型農業の実践 

制度的受容性 生物多様性保全や環境保全型農業の推進政策 

市場的受容性 環境配慮農産物への消費者の選好 

地域的受容性 

地域の技術 コウノトリ農法の体系化 

地域の制度 コウノトリ米の認証制度の確立 

地域の市場 コウノトリ米のブランド確立 

コウノトリ育む農法の栽培面積の推移 
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菊池（2017）などを参考に報告者作成 

野外コウノトリの個体数の推移 
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技術的受容性 

ふゆみずたんぼ
（宮城）（1998） 

1990年代（萌芽期） 2000年代（形成期） 

制度的受容性 

生物多様性国家
戦略（1995） 

コウノトリ野生復
帰計画（1992） 

地域の技術 
アイガモ農法

（1995） 
農地基盤整備 

（1998） 

地域の制度 

米の認証制度
（2003） 

地域の技術 

コウノトリ農法体
系化（2005） 

地域の市場 

米の価格プレミア
ム（2004） 

育むお米生産部
会と三位一体普
及体制の確立

（2006） 

中貝市長就任（2001） 

県 

農 

市 JA 

農 

全
国
（マ
ク
ロ
）レ
ベ
ル 

社
会
的
受
容
性 

地
域
（ミ
ク
ロ
）レ
ベ
ル 

社
会
的
受
容
性 

豊岡市 

【凡例】 技術的受容性 市場的受容性 制度的受容性 

協働ガバナンス 

場：コウノトリのすむ郷
づくり研究会 

（1997，前身は1992） 

協働ガバナンス 

協働ガバナンス 

場：コウノトリの郷営農
組合（2002） 

市場的受容性 

全国的な消費者
の選好 

2010年代（普及期） 

社会イノベーション
の形成＝社会的受
容性の確立（2007） 

多様な主体の協働
がもたらしたコウノト
リ農法の開発・普及
による自然共生型

都市の形成 

「コウノトリ育むお
米」のブランド確

立（2006） 

協働ガバナンスによる
祥雲寺区を中心とした
社会的受容性の萌芽 

協働ガバナンスによる
市全体での社会的受
容性の急速な高まり 

（制度⇒技術⇒市場） 

社会イノベーション
の普及 

野外コウノトリ数の
更なる増加 

（2017年6月： 

100羽達成） 

制度的受容性 

自然再生推進法
（2002） 

農業環境規範 

（2005） 

コウノトリ 

野生復帰（2005） 

県 

協働ガバナンス 

場：育むお米生産部会
（2006） 

分析結果 
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表１ 豊岡市の社会イノベーション（SI）の成功要因 

（1）国の動きとの連動（マクロ⇔ミクロの社会的受容性） 

技術的受容性 他地域での環境保全型農業の実践⇒コウノトリ農法の体系化 

制度的受容性 
生物多様性保全や環境保全型農業の推進政策⇒コウノトリ米の認証
制度の確立，コウノトリ農法の普及 

市場的受容性 
環境配慮農産物への消費者の選好⇒コウノトリ米のブランド確立と市
場競争力の獲得 

（2）地域（豊岡市）内での協働ガバナンス 

1. SIの萌芽期 
「郷公園」予定地である祥雲寺区への県による説明⇔祥雲寺区での環
境保全型農業への理解・模索 

2. SIの形成期 
コウノトリ共生課への市関係部局の再編，県民局コウノトリプロジェクト
チームの結成⇔農業者の試行錯誤によるコウノトリ農法体系化 

3. SIの普及期 
JAによるPR・販路拡大，県のアドバイザー育成，市の財政支援⇔コウ
ノトリ農法の普及拡大 

成功要因の考察（1） 

 世界・国レベルの技術・制度・市場の動きとの連動 
  （マクロ⇔ミクロの社会的受容性） 
技術：「コウノトリ農法は全国から集めたさまざまな
技 

     術の組み合わせ」 
 ※技術情報の提供：全国から16団体（西村, 2007） 
制度：直接支払制度の法制化（2015）⇒冬みず田ん  
     ぼの普及 
市場：安心安全＋食味（消費者のニーズ） 
 ・病院での販売（コウノトリ米の無農薬タイプはアレ   
  ルギーのある人の体にも優しい） 
 ・米・食味鑑定コンクール国際大会への応募（日本
一 
  の実績も） 
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ローカル＆グローバル 

「小さな世界都市・豊岡」 
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豊岡市役所コウノトリ共生課より資料提供 

成功要因の考察（2） 

 地域内での協働ガバナンス 
萌芽期：コウノトリの野生復帰計画（1992年）やコウ
ノトリの郷公園基本計画策定（1995年）に対応して，
地域の農業者が営農組合の設立や新しい農法の模
索をおこなった． 

形成期：コウノトリ共生課（市）やコウノトリプロジェク
トチーム（県）が，体系的な政策実施を行う一方で，
農業者はコウノトリ農法を体系化した．  

普及期：コウノトリ農法確立による米の新たな価値を
PRすることで，JAの流通・販売体制を強化すること
につながった．他方，県のアドバイザー育成や市の
補助金制度は，従来の農法より時間も労力もかかる
コウノトリ農法に農業者が取り組む誘因を生み出し
た． 
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三位一体（市・県・JA）の普及体制 
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意識の統
一 

共有 
 

 

 
生産者 

コウノトリ育むお米生産部会 

市 
①コウノトリ野

生 

復帰活動のPR 

②農家への 

財政支援 

③関連商標の 
管理 

県 
①栽培技術 

支援 

②農家への 

財政支援 

③アドバイザー
育成 

JA 
①農業資材の

調達 

②部会組織の
運営 

③お米の販売 

現地調査収集資料をもとに報告者作成 

「生産者と行政，JA

の三位一体体制は
豊岡の強み」（部会
長） 

コウノトリ育むお米推進協議
会 

（事務局：市） 

コウノトリ共生農業推進協議
会 

（事務局：市） 

2



まとめ 

 「コウノトリという物語があったからやりやすかった」
（県民局; コウノトリ野生復帰検証委員会, 2014） 

  ⇒しかし，コウノトリが飛来した他都市では積極的  
   な展開がない（生産部会長） 
  －社会的受容性（ミクロ・マクロ・ループ） 
  －協働ガバナンス（協働の場とリーダー） 
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今後の課題と展望 

 「環境経済戦略」改訂（2007）から10年 
① 豊岡型地産地消を進める 
② 豊岡型環境創造型農業の推進 
③ コウノトリツーリズムの展開 
④ 環境経済型企業の集積を進める 
⑤ 自然エネルギーの利用を進める 
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豊岡型環境創造型農業の推進 

 コウノトリ農法／コウノトリ米の新たな展開 
民間企業（みのる産業）と連携した無農薬栽培推進  
 技術の導入，普及 
海外展開（ミラノ，NY，ドバイ，シンガポール，香港） 
 －コウノトリ農法面積：約13％ 
 －豊岡型環境創造型農業：36.8％⇒51％（2021年） 
グローバルGAP：東京五輪に向け，4農家を選抜
（若手農家2名含む） 
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豊岡市　 成田市雄氏
豊岡市　 ユメファーム代表　青山直也氏
豊岡市　 有限会社植田農園　代表取締役　植田博成氏
朝来市　 株式会社村上ファーム代表　村上彰氏

GAP認証取得に向けた 

生産部会の体制図➡ 

（JAたじま営農生産部
より資料提供） 

グループ認証の取得を目指す
4農家↓ 

豊岡型地産地消，コウノトリツーリズム， 

環境経済型企業，自然エネルギーの利用 
 
 自然共生社会の実現から持続可能社会の形成へ 
かばん産業（後継者育成も） 
地元企業のサポート（事業者認定制度：65事業者） 
 
合併後（1市5町）の各地域の強みを生かした取組み 
－農家民泊（但東），観光業（城崎，出石） 
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番号
認定
番号

企業名 環境経済認定事業

1 1 カネカソーラーテック株式会社 太陽電池の製造
2 2 株式会社豊岡ペレット 間伐材によるペレットの製造
3 3 株式会社北星社 水なし印刷、FSC森林認証用紙使用、ベジタブルインキ使用等
4 4 株式会社キヅキ商会 遊休土地への太陽光発電システムの設置
5 5 みのる産業株式会社 使用済み菌床を有効活用する椎茸の栽培
6 6 OESアクアフオーコ株式会社 省エネ型水処理施設の設計・製造・施工
7 7 株式会社SUNWEST ペレットストーブ等の販売
8 8 株式会社オーク 廃タイヤを利用した振動伝播阻止工事
9 9 株式会社オートグラント リサイクルビニール生地を使用した車検証入れの製造
10 10 有限会社ティーアンドエムズ コウノトリ育む農法の米を使用したスイーツの製造
11 11 株式会社川嶋建設 炭素繊維による建物外部での木造耐震補強工事
12 12 コウノトリ羽ばたく会株式会社 コウノトリ育む農法の米、その加工品等の販売
13 13 株式会社メイワパックス バイオポリエチレンを使用したフィルムの製造
14 14 株式会社魚飯菜 コウノトリの舞野菜等地元生鮮食品・その加工品の販売
15 15 丸真化学工業株式会社 使用済みペットボトル混合ポリ袋の製造
16 16 丸真化学工業株式会社 米ぬか混合ポリ袋の製造
17 17 八紀産業株式会社 天然由来凝集分離剤の製造　（デンプン等有機物含有排水の浄化）
18 18 神鍋白炭工房 田沼　耕史 木炭等の製造　（里山保全、CO2排出量削減）
19 19 株式会社北近畿緑地建設 遮熱塗料の塗布　（空調エネルギー減）
20 20 株式会社中川工務店 建物外部での木造耐震補強工事　（撤去などによる廃棄物が出ない ）
21 21 丸萬中源株式会社 コウノトリ育む農法の米を使用した米粉、米麺等の販売
22 22 株式会社クーヴ ISO14001、エコアクション２１等認証取得支援
23 23 株式会社ウッドプラン 建築端材による家具、生活小物の製造
24 24 有限会社総美 遮熱断熱塗料及びコートの塗布
25 25 有限会社うりた重機興業 刈草、剪定枝葉、伐採竹等による土壌改良材の製造
26 26 株式会社ウノフク 環境配慮型素材を使用したかばん、袋物、財布の製造・販売
27 27 有限会社ナカニシグローバル 間伐材による木質チップ、ペレットの製造
28 28 人、自然にやさしいお店　moko コウノトリ育む農法の古代米を使用した石鹸の製造
29 29 鴻舞園株式会社 耕作放棄地を活用したドジョウの養殖
30 30 社会福祉法人とよおか福祉会 コウノトリ育む農法の米粉を使用したミニカステラの製造
31 31 石井鞄工業株式会社 かばん材料の端材を利用した競走馬用鞍の製造
32 32 ブーランジュリーモン　山本香織 コウノトリ育む農法の米を使用したパン・スイーツの製造
33 33 株式会社谷垣組 竹パウダーの製造（竹林の拡大防止、生態系保全）
34 34 マリヤ医科興業株式会社 高効率気体溶解装置を利用した環境改善機器の製造
35 35 株式会社東豊精工 環境対応型小型電気炉・小型除煙装置の製造
36 36 中筋生きがいクラブ　太田国雄 こうのとり生姜の加工・販売
37 37 株式会社豊岡紙器 段ボールシートの端材を利用した下敷き材等の加工・販売
38 38 角谷製菓株式会社 コウノトリ育む農法の米を使用したおこわ、煎餅の製造販売
39 39 有限会社和平 コウノトリ育む農法の米を使用した和洋菓子の製造
40 40 合資会社中村組 パッシブデザインハウスの建設（自然エネルギーを効率よく利用）
41 41 たくみ工芸 皮籐の再利用による籐籠等の製造
42 42 株式会社エム 地元産木質ペレットを熱源としたハウス栽培
43 43 株式会社ウッドプラン 豊岡産木を使用した高級木製ブロックの製造
44 44 株式会社お米のきたむら 農商工連携によるコウノトリ育む農法のお米の関連商品の製造・販売
45 45 二方蒲鉾株式会社 コウノトリ育むお米を使用した練り製品の製造
46 46 株式会社中村建設ナカフサ コンクリート用木製型枠のリサイクル事業
47 47 株式会社タニー・パック 資源米、米ぬかを使用したバイオポリ袋の製造
48 48 株式会社ラピスジャパン オリジナルLED照明の企画・開発・販売
49 49 有限会社花房商店 コウノトリ育む農法の米・大豆を使用した、醤油・味噌・糀製品の製造
50 50 クローバー資源開発株式会社 建設発生土のリサイクル事業
51 51 川中建築 木材の端材と葦の木質系ペレット燃料の製造
52 53 有限会社衣川クリーニング カバンクリーニング・リペア―
53 54 株式会社絆工房 昇華プリントによるオリジナルTシャツの製造
54 55 観音寺みそ工房 茅の刈り取りおよび茅葺屋根などの施工や加工品の製造
55 56 有限会社里やま工房 国産木材を使用したパッシブデザインハウスの設計・建設
56 57 植村食品 コウノトリ育む農法の米を使用した蒟蒻（こんにゃく）の製造
57 58 株式会社　Mother Earth コウノトリ育む農法で栽培された食材をふんだんに使用した食事を提供する宿泊業
58 59 企業組合労協センター事業団　但馬地域福祉事業所 廃食油のリサイクルとバイオディーゼル燃料の製造・販売
59 60 未来の種株式会社 雪室を利用した地元野菜の通年出荷事業
60 61 NPO法人　但馬の匠を育てる会 外壁の長寿命化コンサルティング事業
61 62 袖長建設有限会社 コンクリート構造物の長寿命化工事
62 63 たけなわ 未利用魚の加工事業
63 64 株式会社出石モータース 水性塗料を使用した自動車補修整備
64 65 咲々 コウノトリ育む農法で栽培された食材と加工品をふんだんに取り入れた環境にやさしい食事の提供
65 66 合同会社　幸遊堂 コウノトリ育む農法の無農薬玄米を使用した「玄米ほうじ茶」の企画販売

環境認定事業一覧（Ｈ29/7/19現在）

豊岡市役所環境経済部より 

資料提供 
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 付記：本報告は，日本生命財団・学際的総合研究
助成「環境イノベーションの社会的受容性と持続可
能な都市の形成」（研究代表者：早稲田大学・松岡
俊二, 2015～2017年）の研究成果の一部である． 
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